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１.研究背景および目的 

 過去の巨大地震において、地盤の液状化被害

は数多く報告されており、特に東日本大震災に

おいては沖積低地や埋立地が広く分布する関東

平野で戸建て住宅の液状化被害が顕在化した。

戸建て住宅では、地震によって地盤が液状化し

た場合、基礎が不等沈下し、建物に被害が生じ

ることがある。それにより、宅地としての機能

の低下・膨大な修復費もしくは改築などが懸念

される場合、宅地の液状化を軽減する対策を事

前に講じることが得策である。東海地方では、

来るべき南海トラフ巨大地震において広範囲で

甚大な液状化被害が予測されている。そのため、

宅地の液状化を軽減する対策を事前に講じるこ

とも選択肢の一つである。しかし、表‐１に示

すように従来の液状化対策は液状化発生の原理

に基づいてそれぞれ考案されているが、大規模

構造物を対象としたものであるため、それを宅

地に適用するにはコストの面や施工方法に大き

な課題を抱えている。 

 このような背景のもと、筆者らは既存住宅の

液状化対策として、低価格、施工期間の短い既

設宅地のスマート液状化対策工法を提案してい

る１）。本論文では、提案工法を適用した場合と

地震保険に加入した場合地震によって生ずる被

害に応じた費用負担を比較することで、提案工

法の経済効果について明らかにする。 

２.既設宅地のスマート液状化対策工法 

本研究におけるスマート液状化対策工法とは、

宅地にポリプロピレンを原料とした人工のドレ

ーン材を打ち込み、排水を促すものである。 

 この工法はレベル１地震動による宅地の不同

沈下を 6/1,000 以下に抑えることを目標として

いる。これは 6/1,000 以上の勾配の傾斜が起こっ

た場合、構造耐力上主要な部分に瑕疵が生じる

可能性が高いと住宅品質確保促進法 2）で考えら

れているためである。さらに、宅地の復旧費用

について表‐２に示す。ほとんどの場合で再液

状化を覚悟し、建物の傾斜修復と補強のみを行

うという選択が一般的である。これでは、地震

の度に高額な復旧費用を負うことになる。提案

工法は施工費用を 150 万円以内に抑えることを

目標としており、再液状化へも備えているため、

復旧が補修のみで済む。これらのことから、こ

の工法は経済的な対策工法であるといえる。 

 表‐１ 従来の液状化対策工法の評価 

表‐２ 宅地の復旧方法・費用と選択 

３. 既設宅地における液状化対策の有効性 

 一般的な住宅地では個々の宅地のスペースが

狭く、隣接していることが多い。そのため、狭

小な場所での施工となることや施工の際の騒

音・振動など隣家に与える悪影響について配慮

する必要がある。また、家屋は個人の財産であ

るため、公共構造物に比べ多大な費用を掛ける

ことができない。そこでスマート液状化対策工

法では数値目標として、○1振動レベルを75㏈以

下とする。○2騒音レベルを85㏈以下とする。○3ド

レーン材の貫入速度を1.0ⅿ/分以上とする。○4鉛

直及び斜め打ち貫入精度を±3°とする。また、施

工期間は準備工を含めて5日以内、費用は150万

原理 概要 評価 代表的な工法

締固め 地盤を締固めて密度を増大させる
建物直下の施工時に開口・補修工事
が必要

サンドコンパクション
パイル工法

水圧消散
透水性の高い材料を設置し水圧の
消散を図る

施工時の騒音振動についての考慮 砕石ドレーン工法

固結 地盤を固結させる
施工費が高額、施工機械の小型化が
必要

深層混合処理工法
薬液注入工法

拘束
拘束することにより地盤のせん断
変形を防ぐ

施工費用が高額、撹拌による隣家へ
の影響の考慮

格子状地中壁工法

置換
液状化を起こさない材料に置き換
える

既設宅地への施工が難しい 掘削置換工法

不飽和 地盤の飽和度を下げる
ランニングコストが必要、個人での液
状化対策としては難しい

地下水位低下工法
MB注入工法
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円以内を目標としている。これらの目標を達成

することにより、低価格で高品質な液状化対策

工法の確立を目指す。 

４.地震保険と提案工法の経済性比較 

 地震保険は、地震やそれに起因する津波ある

いは噴火を原因とする被害について３段階の基

準（表‐３）を用いて判定を行い、それに応じ

た補償を行うものである。判定には基礎・壁・

屋根等の損害について建物の構造ごとに判定基

準を設けたチェックシートを用いることで行わ

れる。木造建物は在来軸組工法と枠組工法の２

つに分けられ、非木造建物では鉄筋コンクリー

ト造と鉄骨造の２つに分けられる。また、保険

料率は地震発生リスクによって各都道府県で等

地区分がなされる。さらに保険料は木造建物の

方が非木造建物より高い。 

 図‐１に非木造の耐火構造におけるそれぞれ

の被害パターンで地震発生前、地震発生後にか

かるコストについて一例を示す。コスト算定に

用いた条件については保険加入から50年経過後

に地震が発生すると仮定し、建築物規模は１階

65ｍ2、２階 50ｍ2 の一般宅地とした。さらに、

保険契約金額は 1,000 万円とし、保険料率は岐阜

県を対象とした。復旧費用・工法および保険に

よる補償費用を表‐４に示す。また、液状化対

策を講じた工法適用ケースでは提案工法の施工

費を 150 万円とした。図‐１より、一部損壊の

ケースが最も費用負担が少ないという結果にな

り、次いで工法適用（一部損）、半壊となった。

このような結果が得られたのは、本工法が目標

とするのは被害を一部損壊に軽減することであ

るため多少の復旧費用を要すること、被害が大

きくなるほど補償費用は高くなるがそれ以上に

復旧費用が高くなることが原因である。このよ

うな比較を通して提案工法の経済性からの立ち

位置を明らかにしたい。 

表‐３ 損害区分と認定基準 

表‐４ 各ケースの復旧費用および補償費用 

図‐１ 各被害パターンの負担費用 

５.今後の予定 

 低振動低騒音型小型貫入装置を用いた施工の

最適化を継続する。現在までに実施した施工実

験から以下の結論を得た。 

(１)騒音・振動レベルは十分にクリアされた。 

(２)鋼管の貫入速度については地表面をある程

度ハツることで要求性能を満足できた。 

今後の課題として、以下の２点を挙げる。 

(１)反力確保について 

ドレーン材の貫入角度を安定させるための反

力を確保する必要がある。施工機械を設置する

レールを作成し、レール上で施工機械を移動可

能とすることで施工性の向上を目指す。 

(２)樹脂製ビットについて 

予備実験では金属製の先端ビットを用いたが、

廉価での施工を期すため、樹脂製ビットを作成

する。樹脂製ビットについては現在試作を行っ

ており、今後は樹脂製ビットの量産用の金型製

作に向けて先端刃形状について検討する。また、

施工実験を来年早々に行い、施工時のデータか

ら更なる課題を抽出し、解決案を提案する。そ

れらを通して、低価格で施工期間の短い、有効

な液状化対策工法を確立していく。 
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